
令和3年度事務事業実績評価表
１ 事業概要 課名 長寿支援課 事業No. 315

事務事業名 介護給付事業
会計 介護保険特別会計

事業区分 経常 実施区分 継続
開始 H12 終了  

根
拠

主要区分 主 記号 計画等名称

戦略計画
   
   
   

分野別計画
 高齢者福祉計画・介護保険事業計画
  
  

法令・例規等
○ 介護保険法
 介護保険法施行令
 介護保険法施行規則

事業目的
対象 介護保険サービス利用者

意図 制度の適正な運用により、必要な介護サービスが利用でき、安心して暮らすことができる。

２ 事業内容

3年度
取組

取組内容 経費の内容 事業費(千円)
・介護保険法に規定されている給付のうち、居宅サービス、
地域密着型サービス、施設サービスは、国保連の審査後に、
国保連を介して各事業者に介護給付費を支払いました。
・福祉用具購入、住宅改修、高額介護サービス、高額医療合
算介護サービスについては償還払い方式のため、市の審査後
に、利用者に介護給付費を支払いました。

介護給付費 10,695,489
審査支払手数料 9,864
  
  
  
  
  
  
  
  
その他の経費 0

活動指標

指標名　(数値で表せる活動量) 単位 令和3年度
計画 実績

令和4年度
計画 実績

令和5年度
計画 実績

令和6年度
計画 実績

（介護給付費）決算額／当初予算額 ％ 100 95.5       
（介護給付費）決算額／事業計画給付費 ％ 100 95.5       

          
          
          
          
          
          

3年度
決算

(千円)

予算額 11,214,993 特定財源内訳及び補足事項
決算額 10,705,353 （国）介護給付費負担金（施設分15％・その他分20％）　2,000,288千円

（国）財政調整交付金（5％相当）　794,081千円
（県）介護給付費負担金（施設分17.5％・その他分12.5％）
（そ）介護給付費交付金（27％）　2,904,431千円
（そ）一般会計繰入金（12.5％）　1,338,158千円
（そ）低所得者保険料軽減繰入金　52,496千円

財源の
状況

国庫支出金 2,794,369
県支出金 1,610,471
地方債 0
その他 4,295,085
一般財源 2,005,428

３ 事務事業を構成する予算科目
番
号

会
計 款 項 目

大
事
業

中
事
業

予算額 決算額 中事業名(科目名称)

1 5 2 1 1 0 0 10,465,431 10,010,688 居宅介護・特例居宅介護・地域密着型介護・施設介護サービス給付費、居宅
介護福祉用具購入費・居宅介護住宅改修費、居宅介護サービス計画給付費

2 5 2 2 1 0 0 201,058 170,404 介護予防・特例予防・地域密着型介護予防サービス給付費、介護予防
福祉用具購入費、介護予防住宅改修費、介護予防サービス計画給付費

3 5 2 3 1 10 1 10,730 9,864 審査支払手数料

4 5 2 4 1 0 0 231,635 212,728 高額介護サービス費

5 5 2 5 1 0 0 35,929 31,988 高額医療合算介護サービス費

6 5 2 7 1 0 0 270,210 269,681 特定入所者介護・特例特定入所者介護・特定入所者介護予防・特例特
定入所者介護予防サービス費

7          

振返り課題認識

・介護給付費は、当初予算（計画値）に対して95.5％の執行率となりました。前年度の給付費に対しては99.4％となってい
ます。初期相談機能の拡充と総合事業の定着等により、要介護認定者に一定の抑制効果が現れていること、コロナ禍の影響
によりサービス利用控えがあったことが要因にあると捉えています。今後、要介護認定者の更なる増加と重度化を見据え、
将来的な要介護認定者数の抑制が求められます。

上記の課題解決
のための有効策

・将来的な要介護認定者数の抑制のために、継続的に介護予防の啓発を進めるとともに、軽度な要支援者の状態の維持、改
善を進めることが必要です。

次年度に向けて
の取り組み

・新規資格者を対象としたセミナーを通じて、介護給付費の現状と、介護予防・重度化防止の重要性を周知し、要介護者数
の抑制を目指します。
・第８期介護保険事業計画を推進し、地域包括ケアシステムの更なる深化に必要な取組の検討を進めます。
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